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国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月10日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 4月30日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 4月30日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 4月30日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月
分）� 4月30日

　すまい給付金は、消費税率引上げによる負
担増緩和のため平成26年４月から実施されて
いますが、国土交通省によると実施後９月ま
での半年間で7,710戸に給付し、給付額は約19
億７千万円にのぼっています。給付金申請期
限は住宅引渡し後１年以内。ただし、消費税
率８％時で年収510万円以下の人が対象です。

ワンポイント すまい給付金の支給額が19億７千万円

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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４月号─2

　

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
効
果
に
よ
り
国
内

景
気
は
回
復
傾
向
に
あ
る
と
い
わ
れ

て
い
ま
す
が
、
製
造
業
を
取
り
巻
く

環
境
は
依
然
と
し
て
厳
し
さ
が
続
い

て
い
ま
す
。
東
京
ス
カ
イ
ツ
リ
ー
が

そ
び
え
る
東
京
・
墨
田
区
の
「
平
成

二
十
五
年
度　

墨
田
区
産
業
活
力
再

生
基
礎
調
査
報
告
書
」
を
基
に
、
製

造
業
の
現
状
を
見
て
い
き
ま
す
。

　

こ
の
実
態
調
査
は
、
す
み
だ
中
小

企
業
セ
ン
タ
ー
の
企
業
台
帳
に
登
録

さ
れ
て
い
る
二
、九
八
九
社
の
う
ち

約
八
割
に
あ
た
る
二
四
八
六
社
か
ら

回
答
を
得
た
も
の
。
な
お
、
回
答
企

業
の
約
八
割
が
従
業
員
数
一
〇
人
未

満
の
小
規
模
事
業
所
で
す
。

　

業
種
構
成
は
、「
金
属
製
品
製
造
業
」

が
最
も
多
く
、「
繊
維
工
業
」「
印
刷
・

同
関
連
業
」
が
続
き
、
こ
の
他
で
は

「
な
め
し
革
・
同
製
品
・
毛
皮
製
造
業
」

「
パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品
」「
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
製
品
製
造
業
」「
ゴ
ム
製
品
製

造
業
」
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
調
査
で
は
、
休
廃
業

率
は
一
一・
七
％
で
前
回
（
平
成
二
十

一
年
）
調
査
よ
り
も
〇・
六
ポ
イ
ン
ト

上
昇
し
、特
に
「
非
鉄
金
属
製
造
業
」

で
七
・
一
ポ
イ
ン
ト
、「
パ
ル
プ
・
紙
・

紙
加
工
品
製
造
業
」
で
四
・
四
ポ
イ

ン
ト
増
加
し
て
い
る
こ
と
も
判
明
し

て
い
ま
す
。

★
事
業
者
の
平
均
年
齢

　

事
業
者
の
平
均
年
齢
は
六
六
・
五

歳
。
七
六
歳
以
上
が
一
九・
九
％
と
前

回
調
査
と
比
べ
る
と
五
・
三
ポ
イ
ン

ト
上
昇
す
る
な
ど
、
全
体
的
に
高
齢

の
事
業
者
が
増
加
し
て
お
り
高
齢
化

が
進
ん
で
い
る
こ
と
が
浮
き
彫
り
と

な
り
ま
し
た
。

　

後
継
者
の
有
無
に
関
し
て
は
、「
後

継
者
あ
り
」
が
二
九
・
六
％
、「
後
継

者
な
し
」
が
四
四
・
七
％
を
占
め
て

い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
六
五
歳
以
上

の
事
業
者
で
は
「
後
継
者
な
し
」
が

四
九
・
二
％
と
ほ
ぼ
半
数
を
占
め
る

危
機
的
状
況
に
陥
っ
て
い
ま
す
。

★
リ
タ
イ
ア
を
検
討
し
て
い
る
事
業
者

　
「
後
継
者
な
し
」
及
び
「
後
継
者
は

い
な
い
が
ま
だ
検
討
段
階
で
は
な
い
」

と
回
答
し
た
事
業
者
の
う
ち
、「
一
年

以
内
に
リ
タ
イ
ア
を
検
討
し
て
い
る
」

が
三
七
社
、「
五
年
以
内
に
リ
タ
イ

ア
を
検
討
し
て
い
る
」
が
九
六
社
、

「
時
期
を
決
め
て
い
な
い
が
検
討
」

も
合
わ
せ
る
と
有
効
回
答
数
の
う
ち

五
五
・
九
％
の
事
業
者
が
リ
タ
イ
ア

を
考
え
て
い
ま
す
。
一
方
、
事
業
の

引
き
受
け
手
が
現
れ
た
時
に
事
業
承

継
を
望
む
事
業
者
は
二
五
・
五
％
に

と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

★
他
社
に
取
引
先
を
移
譲
す
る
か

　
「
リ
タ
イ
ア
を
検
討
し
て
い
る
」

事
業
者
の
う
ち
、
事
業
承
継
の
際
、

他
社
に
取
引
先
を
移
譲
し
て
も
良
い

と
回
答
し
た
の
は
全
体
の
三
一・
五
％

で
し
た
。
リ
タ
イ
ア
の
際
の
課
題
と

し
て
は
、「
リ
タ
イ
ア
に
関
わ
る
費
用

負
担
」
と
「
顧
客
か
ら
の
継
続
要
望
」

が
多
く
挙
が
っ
て
い
ま
す
。

　

反
対
に
、
他
社
の
事
業
を
譲
り
受

け
る
意
向
が
あ
る
事
業
者
は
七
・
四

％
と
ご
く
少
数
と
な
っ
て
い
ま
す
。

事業の引受手が現れたときに妥当な条件で
事業を継承することを望みますか？（全体）

はい
25.5％

いいえ
74.5％

はい
31.5％

ある
7.4％

ない
77.0％

いいえ
68.5％

その他 0.3％
機会が
あれば
検討したい
15.4％

現在の顧客を事業譲渡先に引き継ぐことを
望みますか？（全体）

他社の事業を譲り受ける意向はありますか？

製
造
業
の
現
状

小
規
模
事
業
所
の

実
態
調
査
よ
り



3─４月号

★
現
状

　

事
業
所
・
工
場
・
建
物
の
所
有
状

況
を
見
る
と
、
事
業
所
の
敷
地
面
積

は
「
一
〇
〇
〜
二
〇
〇
㎡
」
が
三
九・四

％
と
最
も
多
く
、
事
業
所
の
土
地
区

分
は
所
有
が
六
四
・
一
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

最
近
の
売
上
高
か
ら
見
て
み
る
と
、

売
上
規
模
は
、「
一
千
万
円
〜
五
千

万
円
未
満
」
が
二
九
・
七
％
と
最
も

多
く
、
以
下
、「
一
億
円
〜
五
億
円
未

満
」「
〜
一
千
万
円
未
満
」
が
二
二
％

と
続
き
ま
す
。

　

経
営
課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
た
の

は
、
資
金
面
で
は
①
運
転
資
金
不
足

②
設
備
資
金
不
足
③
金
利
負
担
の
増

加
、
人
材
面
で
は
①
後
継
者
な
し
②

技
術
者
不
足
③
人
件
費
負
担
、
技
術

面
で
は
①
開
発
力
不
足
②
生
産
力
不

足
③
技
術
力
不
足
、
営
業
面
で
は
①

受
注
量
の
減
少
②
取
引
先
の
減
少
③

受
注
単
価
低
下
、
の
順
と
な
っ
て
い

ま
す
。

★
新
規
事
業
を
行
っ
て
い
る
か

　

新
た
な
事
業
を
行
っ
て
い
な
い
事

業
者
は
「
希
望
は
あ
る
が
行
っ
て
い

な
い
」
を
含
め
て
七
四
・
九
％
に
の

ぼ
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
理
由
と
し
て
、

「
新
規
事
業
と
い
う
発
想
が
な
い
」

五
一
・
二
％
、「
ア
イ
デ
ア
不
足
」

一
五
・
五
％
、「
技
術
力
の
不
足
」
九
・

六
％
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

企
業
規
模
が
小
さ
い
こ
と
や
事
業

者
の
高
齢
化
、
景
気
の
動
向
が
不
透

明
、
販
路
開
拓
に
課
題
が
あ
る
な
ど

の
問
題
意
識
が
根
底
に
あ
る
よ
う
で

す
。

　

一
方
で
、
既
存
事
業
の
枠
か
ら
出

ら
れ
な
い
な
ど
下
請
け
体
質
が
強
い

現
状
も
う
か
が
え
ま
す
。

★
固
定
資
産
の
保
全

　

調
査
結
果
で
は
、
四
〇
社
が
空
き

工
場
を
、
六
四
社
が
空
き
設
備
を
保

有
し
て
い
る
こ
と
も
判
明
し
ま
し
た
。

そ
の
う
ち
の
二
七
社
が
他
社
へ
貸
し

出
す
意
向
を
示
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

全
国
的
に
設
備
・
土
地
の
利
活
用
の

た
め
の
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
イ
ト
の
構
築

が
待
た
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

★
伸
び
て
い
る
企
業

　

同
区
内
で
業
績
が
伸
び
て
い
る
企

業
は
五
七
社
あ
り
ま
し
た
。
業
種
で

見
る
と
、「
金
属
製
品
製
造
業
」「
ゴ

ム
製
品
製
造
業
」「
繊
維
工
業
」
の

順
で
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

《
成
功
事
例
》

【
Ｈ
社
の
ケ
ー
ス
】

　

Ｈ
社
は
、
板
金
・
レ
ー
ザ
ー
・
プ

レ
ス
加
工
の
企
業
で
、
産
業
機
械
部

品
の
加
工
・
製
作
を
主
体
と
し
て
い

ま
す
。
産
学
官
連
携
等
に
も
積
極
的

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

デ
ザ
イ
ナ
ー
と
コ
ラ
ボ
し
て
顧
客

の
ニ
ー
ズ
を
捉
え
て
開
発
を
行
っ
て

い
ま
す
。
産
学
官
連
携
で
電
気
自
動

車
や
深
海
探
査
艇
、
異
業
種
連
携
で

工
場
廃
材
を
活
用
し
た
「
廃
材
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」、
工
場
見
学
と
観
光
の

融
合
な
ど
、
大
学
や
官
庁
と
も
連
携

し
て
、
様
々
な
事
業
を
展
開
し
地
元

企
業
の
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
活
性
化
を

図
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
工
場
の
一

部
を
ベ
ン
チ
ャ
ー
事
業
者
の
研
修
や

人
脈
づ
く
り
の
た
め
に
開
放
し
て
い

ま
す
。
売
上
は
、
同
社
の
技
術
力
と

社
長
の
人
脈
に
よ
り
増
加
傾
向
と
な

っ
て
い
ま
す
。

【
Ｋ
社
の
ケ
ー
ス
】

　

Ｋ
社
は
、
ゴ
ム
製
品
製
造
業
で
、

各
業
界
の
ゴ
ム
機
能
部
品
を
中
心
に

製
造
し
て
い
ま
す
。

　

同
社
の
特
徴
は
、あ
ら
ゆ
る
形
状
、

材
質
に
対
応
で
き
る
こ
と
で
、
存
在

し
て
い
な
い
製
品
に
つ
い
て
も
工
場

内
で
試
行
錯
誤
で
開
発
・
製
造
し
て

い
ま
す
。

　

フ
ッ
素
ゴ
ム
、
シ
リ
コ
ン
ゴ
ム
な

ど
少
量
の
押
し
出
し
成
形
と
そ
の
接

着
加
工
技
術
は
得
意
分
野
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
の
分
野
は
、
全
国
で
三

社
ほ
ど
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
中
国
な

ど
海
外
で
は
、
金
型
に
よ
り
大
量
生

産
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
Ｋ
社
は
、

一
線
を
画
し
て
少
量
多
品
種
生
産
に

長
年
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

経営課題

1位 2位 3位

資金面の課題 運転資金
不足 23.0％ 設備資金

不足 8.9％ 金利
負担増 3.1％

人材面の課題 後継者
なし 27.6％ 技術者

不足 10.4％ 人件費
負担 8.6％

技術面の課題 開発力
不足 10.7％ 生産力

不足 9.2％ 技術力
不足 7.2％

営業・販売面
の課題

受注量の
減少 35.8％ 取引先の

減少 20.6％ 受注単価
低下 17.7％
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　同じ外部要因（経営をとりまく環境のこ
と）と内部要因（会社を経営するときの経
営者の能力など）があるのに倒産する会社
がある一方、倒産しない会社があります。
　「倒産した会社」の側に立ち、倒産に至
った各々の要因について考えてみましょ
う。
〈１〉外部要因
①　経営環境の変化
　　例えばネット販売の台頭や、海外生産・
安い外国製品の増加です。Ａ大学周辺の
古本街ですが、インターネット販売によ
る操作が苦手な古本屋は廃業するだろう
といわれています。

②　仕入・原価の高騰
③　売掛先の倒産・未回収の発生
④　天変地異など偶発的要因
　パンの製造小売業者・Ａ社は、2011年
の東日本大震災のときに原材料が３か月間

入手できず、社長のＭさんは、今後の信用
が維持できないと判断。会社を整理しまし
た。
〈２〉内部要因
①　いつも納期に間に合わない
②　会社規模に合わない贅沢な内装、社
屋・車両の保有
③　社長が経理を把握できていない
④　社員に覇気がない、あいさつがない
⑤　機械の稼働率が低い、埃をかぶって
いる
⑥　整理整頓ができていない
　この中で、③と④について補足します。
　③は、例えば、経理担当者から報告を受
けた売掛金額よりも、実際の入金額が過少
であったような場合でも、社長の責任とい
うことです。
　④は、倒産した会社の従業員に話を聞く
と「こうなると思ったよ」と返答。負のス
パイラルが働いている、と言えるのではな
いでしょうか。

　クレーム対応での注意は、「共感」と「同
調」は違うということを知って接すること
です。
　クレームをつけるお客様は「ふつうはこ
うでしょ」「常識ある処理をしなさい」と口
調を荒げます。
　このとき、「ごもっともです」「お客様が
おっしゃるとおりです」（＝同調する）とな
ると、「やっぱり、私の言っていることは
正しい」と感情をエスカレートさせます。
これではダメです。
　一方、お客様の心情に寄り添うような「そ
う思われていらっしゃたのですか」「そう
思われるお気持ちは良くわかります」（＝
共感する）の対応はOKです。
　これまでさんざん同調（＝賛成）してき
て、「では、お金を返して下さい」となっ
た瞬間に「できません」と答えると、裏切
られたような思いにかられ解決が難しくな
ります。「共感」と「同調」の違いを意識し
対応に当たって下さい。

　

日
本
政
策
金
融
公
庫
の
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
で
「
従
業
員
が
中
小
企
業
で
働

く
魅
力
」
と
し
て
、
以
下
の
五
点
が

報
告
さ
れ
ま
し
た
。

①
地
域
密
着
型
の
生
活
重
視
の
ラ
イ

フ
ス
タ
イ
ル
を
支
え
る

②
小
さ
い
組
織
ゆ
え
の
昇
進
な
ど
地

位
獲
得
の
チ
ャ
ン
ス
が
あ
る

③
働
き
手
か
ら
見
て
感
じ
ら
れ
る
身

近
な
経
営
・
経
営
者
と
の
一
体
感

④
社
内
に
お
け
る
高
い
自
由
度
と
自

己
実
現
・
多
様
な
ス
キ
ル
獲
得

⑤
転
職
を
前
提
と
し
た
生
き
方
を
支

え
る
受
容
体

　

さ
ら
に
、
就
業
者
の
意
識
と
業
績

と
の
関
係
で
は
、「
仕
事
を
通
じ
て

日
本
や
世
界
の
た
め
に
貢
献
し
た

い
」
と
い
う
社
員
が
い
る
会
社
ほ
ど

「
業
績
が
好
調
」
だ
そ
う
で
す
。

　

近
年
、「
よ
い
職
場
で
あ
れ
ば
、

地
元
の
中
小
企
業
に
勤
め
た
い
」
と

す
る
若
者
が
増
え
て
い
ま
す
。

倒産の要因

「共感」と「同調」の違いは？
中
小
企
業
の
魅
力


